
回   
平成 1 7 年 3 月 8 日 

厚生労働省 医 政局調べ 

いわゆる「出資額限度法人」を 法制化した場合 ( 出資額を超える 部分が出資者 

ではなく法人に 帰属するものであ ることを医療法関係法令で 明確に規定するこ 

と ) における法制化時点での 医療法人と出資者の 課税関係は次のとおりと 考えら 

れる。 
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が 医療法人に対する 

が 医療法人に対し 資産の移転は、 みなし 譲 
金額が原則として 寄附 

したと扱われる 場合 傍片偏 千 兜虫第 59 条 第 ] 号 ] 

上記の課税 M 係で整理されないと 認められるときは、 相続税法第 66 条第 4 項 

により医療法人を 個人とみなして 贈与税を課税することとなる。 

は生 / なお・ <@ 力 らの 悌挽男係仁 ついては，税務当局の 意男を 梧 りた弓ので は な 

く ，あ くまで，厚生労働省 鹿磁局 色調べた弓のであ る。 



  

いわゆる「出費額限度法人」を 法制化することに 伴 う 課税上の考え 方の整理について ( 未定稿 ) 

回 
口 一 

検討会報告喜     
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  回   
    しⅩ ね める出資額限度法人への 移行 
  
  

    
  
  
  
  

米 剰余金の帰属先につい 
  てはこれまでどおり 出 

賛者に帰属 
剰余金 ( 定款を再度変更するこ 

  とによって後戻りが 可能 ) 

  AQ0 万         400 万         400 万             400 

  

出資者 出 貧者 出黄舌 

      

  
定款変更の時点では ，       

  
剰余金の帰属先に 変 

  
  更 がないことから、 課 
  
  税関係は生じない 
      

医療法人による 定款変更の時点 



[ 参考条文 ] 

⑥医療法人の 課税関係について 

0 法人税法 ( 昭和 40 年法律第 3 4 号 ) 

第 22 条 内国法人の各事業年度の 所得の金額は、 当該事業年度の 益金の額から 当該事業年度 

の 損金の額を控除した 金額とする。 

2  内国法人の各事業年度の 所得の金額の 計算上当該事業年度の 益金の額に算入すべき 金額は 、 

別段の定めがあ るものを除き、 資産の販売、 有償 スは 無償 ヒ よる資産互譲渡又は 役務の提供、 

無償に よ る資産の譲受けその 他の取引で資本等取引以外のも 空に係る当該事業年度の 収益の 

額 とする。 

⑥出資者 ( 個人 ) の課税関係について 

0 所得税法 ( 昭和 40 年法律第 3 3 号 ) 

第 5 9 条 次に掲げる事由により 居住者の有する 山林 ( 事業所得の基因となるものを 除く。 ) 又 

は 譲渡所得の基因となる 資産の移転があ った場合には、 その者の山林所得の 金額、 譲渡所得 

丑 全額又は雑所得の 金額の計算については、 その事由が生じた 時に、 その時における 価額に 

相当する金額に ょ り、 これらの資産の 譲渡があ ったものとみなす。 

一 贈与 ( 法人に対するものに 限る。 ) 又は相続 ( 限定承認に係るものに 限る。 ) 若しくは 遺 

贈 ( 法人に対するもの 及び個人に対する 包括遺贈のうち 限定承認に係るものに 限る。 ) 

二 著しく低 い 価額の対価として 政令で定める 額に よ る譲渡 ( 法人に対するものに 限る。 ) 

⑨出資額を超える 部分が医療法人の 受贈 益 とみなされない 場合の取扱い 

0 相続税法 ( 昭和 25 年法律第 7 3 号 ) 

第 6 4 条 同族会社の行為又は 計算で、 これを容認した 場合においてはその 株主若しくは 社員 

x  w  ow@:  ofc  tz  ib  co@  @-@@wwmw@b@@mw  ww@ 

担を不当に減少させる 結果となると 認められるものがあ るときは、 税務署長は、 相続税又は 

贈与税についての 更正又は決定に 際し、 その行為又は 計算にかかわらず、 その認めるところ 

に よ り、 課税価格を計算することができる。 

2  前項の「同族会社」とは、 法人税法 ( 昭和 4 0 年法律第 3 4 号 ) 第 2 条第 1 0 号 ( 定義 ) 

に規定する同族会社をい う 。 

3  ( 略 ) 

第 6 6 条 代表者又は管理者の 定めのあ る人格のない 社団又は財団に 対し財産の贈与又は 遺贈 

があ った場合 ( 当該贈与又は 遺贈に係る財産の 価額が法人税法の 規定により当該社団又は 財 

団 の各事業年度の 所得の金額の 計算上益金の 額に算入される 場合を除く。 ) においては、 当該 

社団又は財団を 個人とみなして、 これに贈与税 スは 相続税を課する。 この場合においては、 

贈与により取得した 財産について、 当該贈与をした 者の異なるごとに、 当該贈与をした 者の 



吾一人のみから 財産を取得したものとみなして 算出した場合の 贈与税額の合計額をもっで 当 

該社団 又は 財団の納付すべき 贈与税額とする。 

2 及び 3  ( 略 ) 

4  前 3 項の規定は、 法人税法第 2 条第 6 号 ( 定義 ) に規定する公益法人等その 他公益を目的 

とする事業を 行 う 法人に対し財産の 贈与又は遺贈があ った場合 ( 当該贈与又は 遺贈に係る財 

産の価額が法人税法の 規定により当該法人の 各事業年度の 所得の金額の 計算上益金の 額に算 

入される場合を 除く。 ) において、 当該贈与又は 遺贈により当該贈与又は 遺贈をした者の 親族 一 
担が不 ミ @5@@@ に減少する結果となると 認められるときにつ @, へて準用するりこの 場仝、 において、 第 

1 項申 「代表者又は 管理者の定めのあ る人格のない 社団 スは 財団」とあ るのは「法人」と、 「 当 

該 社団又は財団」とあ るのは「当該法人」と、 第 2 項及び第 3 項 中 「社団又は財団」とあ る 

のは唯人」と 読み替えるものとする。 

0 相続税法施行令 ( 昭和 25 年政令第 7 t 号 ) 

( 相続又は遺贈に 係る財産にっき 相続税を課されない 公益事業を行 う 者の範囲 ) 

第 2 条 法第 1 2 条第 1 項第 3 号に規定する 宗教、 慈善、 学術その他公益を 目的とする事業を 

行 5 者は、 専ら社会福祉法 ( 昭和 26 年法律第 45 号 ) 第 2 条 ( 定義 ) に規定する社会福祉 

事業、 更生保護事業法 ( 平成 7 年法律第 86 号 ) 第 2 条第 1 項 ( 定義 ) に規定する更生保護 

事業、 学校教育法 ( 昭和 22 年法律第 26 号 ) 第 1 条 ( 学校の範囲 ) に規定する学校を 設置 

し、 運営する事業その 他の宗教、 慈善、 学術その他公益を 目的とする事業で、 その事業活動 

により 文ィヒ の向上、 社会福祉への 貢献その他公益の 増進に寄与するところが 著しいと認めら 

れるものを行 う者 とする。 ただし、 その者が個人であ る場合には第一号に 掲げる事実、 その 

者が法           66      第   1                                                                        この条において「社団等」 

という。 ) であ る % 台には第 2 号及び第 3 号に掲げる事実がない 場合に限る。 

一 その者若しくはその 親族その他その 者と法第 6 4 条第 1 項に規定する 特別の関係 ( 以下 

この条において「特別関係」という。 ) があ る者又は当該財産の 相続に係る被相続人若しく 

は 当該財産の遺贈 ( 贈与をした者若しくはこれらの 者の死亡により 効力を生ずる 贈与を含 

む 。 以下同じ。 ) をした者若しくはこれらの 者の親族その 他これらの者と 特別関係があ る者 

に 対してその事業に 係る施設の利用、 余裕金の運用その 他その事業に 関し特別の利益を 与 

えること。 

二 当該社団等の 役員その他の 機関の構成、 その選任方法その 他当該社団等の 事業の運営の 

基礎となる重要事項について、 その事業の運営が 特定の者又はその 親族その他その 特定の 

者 と特別関係があ る者の意思に 従ってなされていると 認められる事実があ ること。 

三 当該社団等の 機関の地位にあ る者 スは 当該地位にあ る者若しくは 当該財産の遺贈をした 

者の親族その 他これらの者と 特 m Ⅱ関係があ る者に対して 当該社団等の 事業に係る施設の 利 

用 、 余裕金の運用、 解散した場合における 財産の帰属その 他その事業に 関し特別の利益を 



与えること。 

⑨「同族会社」について 

0 法人税法 ( 昭和 40 年法律第 34 号 ) 

第 2 条 この法律において、 次の各号に掲げる 用語の意義は、 当該各号に定めるところによる。 

一 ～ 九 ( 略 ) 

十 同族会社会社の 株主等 ( その会社が自己の 株式又は出資を 有する場合のその 会社を除 

く 。 )03 人以下並びにこれらと 政令で定める 特殊の関係のあ る個人及び法人がその 会社の 

発行済株式の 総数又は出資金額 ( その会社が有する 自己の株式又は 出資を除く。 ) の 100 

分の 50 を超える数の 株式又は出資の 金額を有する 場合におけるその 会社をい う 。 

0 法人税法施行令 ( 昭和 40 年政令第 97 号 ) 

第 4 条法第 2 条第 10 号 ( 同族会社の意義 ) に規定する政令で 定める特殊の 関係のあ る個人 

は 、 次に掲げる者とする。 

一 株主等の親族 

二株主等と婚姻の 届出をしていないが 事実上婚姻関係と 同様の事情にあ る者 

三株主等 ( 個人であ る株主等に限る。 次号において 同じ。 ) の使用人 

四 前 3 号に掲げる者以覚の 者で株主等から 受ける金銭その 他の資産によって 生計を維持し 

ているもの 

五 前 3 号に掲げる者と 生計を一にするこれらの 者の親族 

2 及び 3  ( 略 ) 

⑥有価証券に 準ずるものの 範囲について 

0 所得税法 ( 昭和 40 年法律第 3 3 号 ) 

第 2 条 この法律において、 次の各号に掲げる 用語の意義は、 当該各号に定めるところによる。 

一 ～十六 ( 略 ) 

十七有価証券証券取引法第 2 条第 1 項に規定する 有価証券その 他これに準ずるもので   

令で定めるものをい う 。 

0 所得税法施行令 ( 昭和 40 年政令第 96 号 ) 

第 4 条法第 2 条 第 Ⅰ 項第 1 7 号 ( 有価証券の意義 ) に規定する政令で 定める有価証券は 、 次 

に 掲げるものとする。 

一 ～ 三 ( 略 ) 

回合名会社、 合資会社又は 有限会社の社員の 持分、 法人税法 ( 昭和 40 年法律第 34 号 ) 

第 2 条第 7 号 ( 定義 ) に規定する協同組合等の 組合員又は会員の 持分その他法人の 出資者 

の持分 



0 法人税法 ( 昭和 40 年法律第 34 号 ) 

第 2 条 この法律において、 次の各号に掲げる 用語の意義は、 当該各号に定めるところによる。 

一 ～二十 ( 略 ) 

二十一 有価証券 証券取引法 ( 昭和 23 年法律第 2 5 号 ) 第 2 条第 1 項 ( 定義 ) に規定す 

る有価証券その 他これに準ずるもので 政令で定めるものをい う 。 

0 法人税法施行令 ( 昭和 40 年政令第 9 7 号 ) 

第 1 1 条 法第 2 条第 2 1 号 ( 有価証券の意義 ) に規定する政令で 定める有価証券は 、 次に掲 

げるものとする。 

一 ～ 五 ( 略 ) 

六 合名会社、 合資会社又は 有限会社の社員の 持分、 協同組合等の 組合員 スは 会員の持分 そ 
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0 財産 言 Ⅵ 面 基本通達 ( 昭和 39 年首 資 56 . 画客 ( 資 ) 1 7) 

(E 療法人の出資の 評価 ) 

194 一 2  医療法人に対する 出資の価額は、 178 く取引相場のな い 株式の評価上の 区分》の本文、 

179 ゑ 取引相場のない 株式の評価の 原則》から 181 く 類似業種》本文まで、 t82 く 類似業種の 

株価》から 183 一 2 く 類似業種の 1 株 当たりの配当金額等の 計算》まで、 184 く 類似業種 比準 

価額の修正》の (2) 、 185 く 純資産価額》の 本文、 186 く 純資産価額計算上の 負債》から 186 

一 3 く 評価会社が有する 株式等の純資産価額の 計算》まで、 187 く 新株引受権 等の発生して ぃ 

る 株式の価額の 修正》の (2) 、 189 く 特定の評価会社の 株式 ゑ 、 189 一 2 く 比率要素数 1 の会 

社の株式の評価》から 189 一 4 く土地保有特定会社の 株式又は開業後 3 年未満の会社等の 株 

式の評価》 (185 く 純資産価額》のただし 書の定め及び 188 一 2 く 同族株主以外の 株主等が取 

得した株式の 評価》の定めを 適用する部分を 除く。 ) まで及び 189 一 5 く 開業前又は休業中 

の会社の株式の 評価》から 192 く 新株無償交付期待権 の評価》までの 定めに準じて 計算した 

価額によって 評価する。 この場合において、 181 ぺ 類似業種》の「評価会社の 事業が該当す 

る業種目」 ほ 同項の定めに よ り別に定める 業種目のうちの「その 他の産業」とし、 189 く特 

定の評価会社の 株式》の (1) の「比率要素数 1 の会社の株式」に 相当する医療法人に 対する 

出資は、 183 く 評価会社の 1 株当たりの配当金額等の 計算》の (2)X は (3) に定める「 1 株 

当たりの利益金額」 スは 「 1 株当たりの純資産価額 ( 帳 簿価額によって 計算した金額 ) 」の 

それぞれ金額のうち、 いずれかが 0 であ り、 かつ、 直前々期末を 基準にして同項の 定めに準 

じそれぞれの 金額を計算した 場合に、 それぞれの金額のうち、 いずれか 1 以上が 0 であ る 評 

価 対象の医療法人の 出資をいい、 180<Q 類似業種批准価額》及び 189 一 3< 株式保有特定会社 

0 株式の評価》の (1) のイ に定める算式は、 それぞれ次の 算式による。 ( 昭 59 頁 評 7 外道 

加 、 平 2 百 評 12 外 ・ 平 11 課評 2 一 2 外 ・ 平 12 課 評 2 一 4 坪改正 ) 

(1)  180 ( 類似業種 比準 価額 ) に定める算式 



算式 ( 略 ) 

ただし、 上記算式中の「 0 ・ 7 」は、 178 ( 取引相場のな い 株式の評価上の 区分 ) に定 

める 中 会社に相当する 医療法人に対する 出資を評価する 場合には「 0 ・ 6 」、 同項に定め 

る 小会社に相当する 医療法人に対する 出資を評価する 場合には「 0 ・ 5J とする。 また、 

189 一 2 批準 要素数 1 の会社の株式の 評価 ) のただし書の 定めにより評価する 場合に 

おいて、 上記算式中の⑥の 金額が 0 のときには、 分母の「 4 」は「 2 」とする。 

(2)  189 一 3 ( 株式保有特定会社の 株式の評価 ) の 1 の イ に定める算式 

算式 ( 略 ) 

ただし、 上記算式中の「 0 ・ 7 」は、 178 ( 取引相場のない 株式の評価上の 区分 ) に 定 

める 中 会社に相当する 医療法人に対する 出資を評価する 場合には「 0 ・ 6 」、 同項に定め 

る 小会社に相当する 医療法人に対する 出資を評価する 場合には「 0 ・ 5 」とする。 また、 

189 一 2 ( 比準 要素数 1 の会社の株式の 評価 ) のただし書の 定めにより評価する 場合に 

おいて、 上記算式中の⑥の 金額が 0 のときには、 分母の「 4 」は「 2 」とする。 

⑥組織変更の 場合の取扱いについて 

0 法人税基本通達 ( 昭和 AA 年首 審 ( 法 2 5) 

( 組織変更の場合の 事業年度 ) 

1 一 2 一 2  法人が商法その 他の法令の規定によりその 組織を変更して 他の種類の法人となった 

場合には、 組織変更双の 法人の解散の 登記、 組織変更後の 法人の設立の 登記にかかわらず、 そ 

の 解散又は設立はなかったものとして 取り扱う。 したがって、 当該法人の事業年度は、 その組 

織変更によっては 区分されず継続することに 留意する。 




